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「中学1年英語の危機」を救済するための小学校英語教育改善策の提案

藤　崎　さなえ1

　本研究は、今日の日本における「中学1年英語の危機」を救済するため、小学校英語教育の課題点を

分析し、その改善策を提案するものである。まず、教科専門の英語教員制度への移行と、小学校英語

カリキュラムの一貫性を高める点を提案している。また、英語教員と外国語指導助手（ALT）の質を

高めるための、フォニックス指導方法をも含む事前研修および現職研修の強化の必要性を強調してい

る。さらに、中学年の「音に慣れ親しむ」に特化する指導法のみならず、高学年及び中学校での学習

内容に必要不可欠な読み、書く力の基礎力を定着させる指導の重要性も指摘した。これらの改善点を

活かすためには、時間がかかると想定される全国規模ではなく、まず地方自治体が小学校に英語専科

教員制度を導入し、児童に第二言語を指導するための専門スキルを備えた人材を採用することが望ま

しい。これらの改革は、日本が他の英語教育先進諸国に追いつくために、喫緊の課題であると言える

であろう。
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1.　はじめに

日本における小学校英語教育は、「英語能力の

向上を目的とした早期学習の活用」（文部科学省，

2014）を計画し、過去10年間以上にわたり大幅

な改革を継続してきた。この改革は、小学校での

教育と中学校間の連携を図り、小学校3年生から

英語教育を始める第二言語教育政策の取り組みで

ある。2020年度には日本の小学校英語教育が改

訂され、3・4年生では「外国語活動」が評価の

ない科目として導入され、5・6年生は評価のあ

る「外国語」としてスタートした（樋口，2023）。

しかしながら、この英語教育改革にもかかわら

ず、昨今「中学1年英語の危機」というフレーズ

が一般のメディアでも取り扱われる様になってい

る。この「中学1年英語の危機」を裏付けるが如く、

最新の国際機関のデータが表すように、日本の若

者の英語力は年々悪化しているのだ。スイスに本

部を置く国際教育機関「イー・エフ・エデュケー

ション・ファースト（EF）」が実施した調査で、

2024年11月に発表された英語能力指数（EF EPI）

によれば、日本は116か国92位と過去最低の順位

を記録した（共同通信PRワイヤー，2024）。こ

うした厳しいデータ結果が、英語能力向上のため

の早期学習活用をスタートさせた英語教育改革目

標とは裏腹に、日本の英語教育の現状を表してい

る。

この「中学1年英語の危機」は、中学校の英語

指導に問題があるのではなく、日本の小学校英語

教育において、いくつかの非常に大きな課題が存

在するゆえなのである。文部科学省が目標とする

「英語能力の向上を目的とした早期英語学習の活

用」を現実にするには、その効果的な実施を妨げ

る課題をクリアする以外に方法はない。

この研究の目的は、日本が危機的状況に陥って

いる小学校と中学校の英語教育の現状を把握し、

課題点をあぶり出し、課題となっている点の解決

方法を探っていくものである。以前から日本の英

語教育に関しては、文化的、政治的、教育的な要

因に起因するいくつかの課題が指摘されており、

これらの課題がさまざまな教育レベルにおける英

語学習および指導の効果に影響を与えている（吉

田，2017）、と言われてきた。文化的問題では、1.  宮城学院女子大学教育学部教育学科児童専攻
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教員の意見に異を唱えることが難しい、他人の意

見に異を唱えることが難しい日本の文化が障害に

なっているともよく言われる。しかし、その文化

面の問題の前に、喫緊に解決する必要があるのが、

教育的な要因である早期学習の一貫制のあるカリ

キュラム改革、第二言語指導資格のある教員の採

用、教員の事前・現職研修の充実、指導方法と教

材の充実に関連する課題であり、本研究はこれら

に焦点を当てていく。

2.　危惧される日本の英語能力の現状

日本の英語教育の現状を調査するためには、国

際的な評価の中で日本人の英語力はどの位置にい

るのかを数字で見ていく必要がある。各国の英語

力を探る手立ての一つに、国際機関によるデータ

分析がよく使用されている。まず、上記したスイ

スに本部を置く国際教育機関EFが、世界110以

上の国と地域の非ネイティブスピーカー約210万

人を対象とした調査結果をここで詳細に見ていく。

日本は、前年の87位から92位と順位を下げ、ア

ジアの調査国中で最下位である。下の表1のEF

英語能力指数（EF EPI）2024年版が示す通り、

日本を含めたアジア諸国の英語能力ランキングは

以下の通りである。

アジアで最下位なのが問題のみならず、より大

きな問題なのが2点ある。まず、日本人の中でも、

18-25歳のグループと26歳以上のグループでは、

前者18-25歳のグループが大きく点数が低い。も

う一点は、年々継続して日本のランクが下降し続

けていることである（Japan Today，2024年11月

9日）。この結果は、日本の英語教育や国際競争

力に関する点で議論を呼んでいる。2024年一人

当たりのGDPにおいては、韓国が日本を上回り

（朝日新聞デジタル，2024年12月23日）、他のア

ジア圏でも、一人当たりのGDPが日本よりはる

か上位にランキングしているシンガポール、香港

（世界経済のネタ帳，2024）の事実を鑑みると、

果たして、日本の英語教育と日本の国際競争力の

相関性は全く関係ないと言えるのだろうか。

さらに、2024年6月6日に中国新聞デジタルが

掲載した記事「悩める中1の英語ギャップ」によ

ると、2021年度に中学校英語学習内容の大幅な

改訂が行われて以来、中学で英語が嫌い・苦手に

なったと感じる生徒数が大きく増加している。一

体この原因はなんなのであろうか？

2017（平成29年）に告示された新学習指導要

領に基づいた中学校英語学習内容は、親たちが想

像するよりずっと高度であり、従来高校で学んで

いた文法事項の多くを学ぶ。理解して頂きやすい

ように、使用教科書の一つ、New Horizon 1（東

京書籍，2022）に記載されている中学校1年生の

一学期学習内容の詳細を説明する。

まず、中学校入学後すぐの4月、Unit 1に出て

くる内容は、Are you? Do you? Can you?の小学校

で学習した内容の復習から入る。しかし、文部科

学省の小学校学習指導要領（2017）解説 外国語

活動・外国語編では、原則小学校5・6年生が学

ぶ「外国語」の授業では文法指導について触れら

れていない。にもかかわらず、生徒は4月にこれ

らの文法をUnit 1で「復習」することが求められ

る。Are you? Do you? Can you?を含む key sen-

tencesが、対話やstoryの中に散りばめられてお

り、生徒が読む文字数は120字を超える（東京書

籍，2022）。つまり、基礎の英単語の読み方もま

だ定着していない状態の生徒がいる中で、中学1

年の4月から、教科書にはたくさんの英文が並び、

【表1】　�EF英語能力指数（EF�EPI）2024年版アジ
ア諸国の英語能力ランキング

世界順位 国・地域名 スコア 能力レベル

 3位 シンガポール 609 非常に高い
22位 フィリピン 570 高い
26位 マレーシア 566 高い
32位 香港特別行政区 549 標準的
50位 韓国 523 標準的
56位 ネパール 512 標準的
61位 バングラデシュ 500 標準的
63位 ベトナム 498 標準的
67位 パキスタン 493 標準的
69位 インド 490 標準的
73位 スリランカ 486 標準的
80位 インドネシア 468 低い
84位 モンゴル 464 低い
88位 キルギス 457 低い
91位 中国 455 低い
92位 日本 454 低い
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いのである。

中国新聞の記事に戻ると、英語が得意と感じる

生徒と苦手と感じる生徒の二極化が起き、中1の

英語でつまずく一番の原因となっているのは、「小

学英語」にあると記述している。小学校で英語が

「教科化」されたことにより二極化が起こってい

る。小学3・4年の「外国語活動」では基本的な

英文の読み書きは含まず、音声を中心に、つまり、

文部科学省の指導要領（2017）にある「英語の音

に慣れ親しむ授業」が中心となっている。この指

導方法では、学習があまり得意ではない児童は、

単語もフレーズもなかなか覚えらず、英会話教室

や学習塾で英語を学んでいる小学生と、そうでな

い児童では、小学校の時点ですでに英語が得意・

不得意と感じる二極化が進んでいくであろう。

つまり、英語が嫌い・苦手と感じる生徒の増加

の根本的な原因は、単語や英文の「読み書き」が

定着していないこと、である。もちろん英語の音

に慣れ親しむことも重要である。しかし、3・4

年生は週一回しかない英語の授業において、読み

書きを練習せず、英語の歌を聞いて歌を口ずさん

でみる、チャンツの練習をする程度の「音に慣れ

親しむ」のがほとんどの授業風景ならば、英語の

「読み書き」の基礎を習得するのは難しい。

ここで危惧されるのが、勉強が不得手と感じて

いる児童や、英会話教室や学習塾に通わせること

が困難な家庭背景を持つ児童、あるいは、家庭で

英語の「読み書き」の基礎を学習する環境にない

児童にとっては、「読み書き」の基礎を学習する

場がほとんどない点である。もし、日本の小学校

英語教育がこの状態のまま継続するのであれば、

日本の経済格差がますます広がってしまう要因の

一つになりはしないだろうか。あるいは、今後、

経済的に余裕のある親が、英語専科教員が小学校

1年から英語教育を始める私立の小学校に通わせ

よう、と考え、ここでも二極化が進んでしまい、

公立の小学校での義務教育の質の保存に関する議

論にまで発展してしまうことにならないだろうか。

文法の学習が始まるのである。New Horizon 1の

p.2「学習の見通しを立てよう」を見ると、一学

期で学習する内容として、小学校4年間で学習し

た内容を復習することが目的とされており、下の

表2のように記述してある。

一見してわかるように、基礎の英語の文章を学

ぶ内容としては、非常にわかりやすい構成だと考

える。トピックに関しても、中学生が理解しやす

いものであると言える。しかし、こういった中学

校のテキストは、文部科学省が指導要領で掲げた

小学校英語科目の目標をクリアした生徒を前提に

構成されている。この前提は、①児童が小学校で

4年間一貫したカリキュラムの基で学習し、②児

童に第二言語を教えるスキルを持つ教員のもとで

授業を受け続け、③文部科学省が目標とするゴー

ルを達成している、という条件が必要になる。果

たして何％の中学1年生の生徒がこの教科書に

沿った指導書をもとに作られた授業を十分に理解

ができるのだろうか？前述した中国新聞の記事を

読む限り、十分に理解できると感じる生徒の数が

高い割合であろうとは考えにくい。中学校1年時

一学期に、すでに親や一般人の想像を超える、た

くさんの文法や語彙を「復習」しなければならな

【表2】　�New�Horizon�1�p.�2「学習の見通しを立て
よう」

Unit 活動目標（Goal） 文法（key Sentence）
1. 中学生活の始
まり

自分が普段よくす
ることや、できる
ことを伝えること
ができる。

I am…/I like…/Are you
…?/Do you…?/I can…

2. ALTのクック
先生

身近な人やものに
ついて紹介したり、
たずねたりするこ
とができる。

This is, That is, He is 
She is, What…? Who
…? How…?

3. 部活動 いつ・どこなのか
をたずねたり、数
をたずねたりする
ことができる。

Where…? When…? I 
want to… How many
…?

4. ニュージーラ
ンドの中学校生
活

相手に指示したり、
時刻や好きなもの
をたずねたりする
ことができる。

Be…/Come…/Don’t…
/What time…?/What＋
名詞…？

5. 夏祭りの思い
出

行った場所や、そ
こで楽しんだこと
などについて話す
ことができる。

前置詞
like…ing, be good at…
ing/went, ate, saw, had, 
was
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3.　先行研究

これまでに、数多くの英語教育研究者から、小

学校英語教育に関する懸念を示す研究が発表され

ている。まず、2014年に大津は「英語教育、迫

り来る破綻」というタイトルの著書（共著）の中

で、小学校英語政策を真っ向から批判している。

「『英語は赤ちゃんのように学べ』『英語は聴くだ

けで身につく』『文法は不要だ』『大切なのは慣れ

だ』…これらの言説については、ほかの言説とと

もに、それが思い込みである…。」（p.55）と、断

言している。母語者が赤ちゃんの時からその言語

を聴き、幼児期に中間言語（不完全ではあるが言

いたいことは大体伝わる）時期を経て母語話者に

なるのと、小学校3年生から外国語として学習す

るプロセスは全く違う。大津は、この点をわかり

やすくするため、その言語に触れる時間を単純計

算し説明を続ける。母語者が生後3年で母語に触

れる時間を控えめに計算しても5475時間、日本

の中学高校の英語授業時間はおよそ1000時間、

これにかける50分で833時間。両者の割合は6.5

対1という大きな差がある。さらに大津は続けて、

文部科学省の言うところの「コミュニケ―ション

重視」の小学校英語教育政策には、文法の軽視が

見られる、と記述している。文法を意識せず身に

つく母語と、文法を意識しての学習が必要な外国

語の学習をごっちゃに考えては、今現在起きてい

るように、英語が読めない、書けない、ゆえに授

業のスピードについて行けず中1から英語をgive 

upする児童が量産されていく。「英語を用いたコ

ミュニケ―ション」など、まさに絵に描いたもち

である。

また、外国語教育の学習は、母語教育とともに

重要である点をも大津は強調する。「外国語教育

は母語教育（国語教育）と一体となって、将来の

社会を担う子どもたちの基本的な知的基盤を整え

ると言う重要な役割を果たすものなのです」（大

津，2014. p.69）。英語の基礎の仕組みを理解させ、

その知識の定着させるためには少人数教育が必須

である、と訴えている。

次に取り上げる先行研究2点は、小学校の担任

教師たちを対象にした研究論文である。これまで

のいくつかの英語教育政策改革を経て、2020年

に英語教育が正式に小学校のカリキュラムに教科

として導入された結果、大きな影響を受けている

のは小学生だけでなく、現状多くの担任教師もま

た、役割の一環として他の教科と共に英語を教え

ることが求められ、それが大きな負担となってい

る。

まず、担任教師に対する影響に関して、Ng 

（2016）が日本の小学校英語教育改革に関する調

査結果をまとめた。これは、2011年に実施され

たものであるが、現在の小学校英語教育が抱える

課題と似ている点が多い内容と言わざるを得ない。

この教育改革の政策、進展、課題に関する調査に

よると、日本における小学校英語教育改革の実施

を妨げるいくつかの要因は、①英語学習に必要な

カリキュラム時間の不足、②不十分な教材、③教

師の英語指導への自信不足、④教師への研修およ

び支援の不足、⑤小学校英語教育プログラムの実

施の不統一性、⑥英語学習を持続させるための社

会言語学的環境の不足などである。データ収集は、

日本の小学校英語教育に関する書籍、ジャーナル、

報道資料、および主要関係者へのインタビュー

から得られた、としている。この調査では、教育

言語計画が失敗する理由に関する理論的枠組み

（Kaplan & Kamwangamalu，2011）、その当時の5・

6年生への指導内容が読み書きを含まず、聞く・

話すに焦点を当てた言語計画とその問題点（Bal-

dauf他，2010）、およびミクロ言語計画（Chua & 

Baldauf，2011）を提案しつつ、日本の小学校に

おける2011年の英語カリキュラム政策を批判的

に分析している。

また、Matikainen他（2023）は、日本の小学校

教員を対象とした研修ワークショップに関する研

究を報告した。この研修は教師のカリキュラム変

更への対応力を高める役割を果たしていることが

強調されているが、これらのワークショップの効

果に対する教師の認識は一様ではなかった。十分

な準備ができたと感じる教師がいる一方で、専門

的なアイデンティティや指導能力を十分に発展さ
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せるためには、より包括的な支援が必要だと考え

る教師もいた。この論文の結論では、英語教育改

革を成功裏に実施するためには、政策立案、教師

研修、カリキュラム設計において統合的な取り組

みが求められる、と述べている。これには、新し

いカリキュラムに適応し、専門的なアイデンティ

ティを確立するための必要なリソースや支援を教

師に提供することが含まれ、これが望ましい教育

改革を実現するための重要な要素となる、と結ん

でいる。

4.　小学校英語科目は誰が担当すべきなのか

上記3の批判的な先行研究が明らかにした小学

校英語教育の課題の要因の中でも、最大の要因は、

第二言語として英語を教える資格のある教師の確

保と、その専門性の向上に必要な研修であろう。

まず原点に戻って、小学校の英語科目を誰が担当

すべきか議論する必要がある。この点に関しての

議論は、2020年に小学校での英語教育が義務化

される前から、多くの研究者や英語教育者、現職

教師の間で行われてきており、これらの議論を大

別すると学級担任と専門教師の2つである。吉田

（2015年）は、教科として英語をより体系的に教

えられる英語専門教師が担当すべきだと主張して

いる。その理由として、当然ながら、生徒の英語

能力を向上させることが英語授業の目的であり、

それを任せることができるのは英語専門教師であ

るからだ、と結論づけている。

加えて、英語教育だけに焦点を当てて議論する

のではなく、議論の前提として学級担任の置かれ

ている現状を包括的に理解することが重要である

（Okumura，2017）。現在の公立小学校学級担任の

置かれている厳しい労働環境を鑑みると、英語専

門教師の存在が必要不可欠だ。学級担任の仕事は

授業、様々な管理業務をこなしており過重労働に

陥りやすい。すでにオーバーワーク状況の学級担

任に、第二言語の授業をも担当してもらう事は、

果たしてフェアであろうか。無論、小学校教育に

おける学級担任の重要な役割を認識する一方で、

彼らは、日本語を話し日本語で書かれた教材を用

いて授業を行うゼネラリストである。どんな授業

も担当できるスキルを持ったスーパーマン・スー

パーウーマンではないことを理解しなければなら

ない（Okumura，2017）。

文部科学省（2006a）が、学級担任教師と専門

教師の長所と短所をまとめている。これによると、

学級担任の長所は児童と過ごす時間が圧倒的に

長いため、個々の児童の特性を理解しやすい。ま

た、学級担任は他の教科との関連性を持たせた

授業（CLIL）を展開しやすい点もある（Coyle他，

2010）。短所としては、学級担任が英語を教える

場合、専門的な訓練やスキルが不足していること

が欠点である。さらに、運動会などの学校行事の

準備時間が多いという課題もある。現在の日本の

小学校教育制度のもとの労働環境では、多くの学

級担任にとって英語を教科として教えることは負

担である。

一方で専門教師の長所は、英語の専門的知識や

指導技術を持っている点が挙げられる。よって、

より質の高い授業が可能となり、児童の英語能力

向上が期待できる。しかし、専門教師の場合、児

童と過ごす時間が短いため、個々の児童の特性ま

では理解していない点は短所である。

これらのそれぞれの教員の長所短所を鑑みると、

小学校担任教員が、英語の発音、語彙、聞く、話

す、さらにアルファベットの読み書きや簡単な単

語を正確に教えるスキルを保持している、と言え

るだろうか？ Yesと答える小学校担任教員の数は

多くはないであろう。中学校での英語学習の基盤

となるこれらの要素は、算数に例えるなら九九で

ある。九九がしっかり定着していない生徒に、連

立方程式や因数分解を中学校で教えたとしても数

学の力が定着するであろうか。同様に、上記した

基礎となる英語の要素が定着していない状態で中

学校英語の授業に挑んでも、データ結果が物語通

り、日本の英語力は年々下降していくだろうと予

想するのが妥当であろう。

さらに、英語教師として求められる要素は他に

も多く存在する。まず第一に、外国語教育への強

い情熱と高い意欲が必要である。教師自身が英語
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教育に対して熱意を持っていなければ、生徒に

とって魅力的で効果的な授業を提供することは困

難である（Okumura，2017）。加えて、児童の言

語習得を促進するためには、授業中に安心感を与

えることが重要であり（宮國，2024）、そのため

には、教師自身も英語の授業で自信を持って指導

できるスキルを備えている必要がある。同様に、

教師自身も自信を持って英語を教える姿勢が求め

られる（バトラー後藤，2005）。教師自身が自分

の英語力・指導法に自信を持てない場合、生徒に

安心感を与えられる授業を提供することは難しい

だろう。

また、教師は児童の英語習得状況を総合的に評

価する能力も求められる。つまり、小学校で英語

を教える教師は、幅広い英語知識、英語運用スキ

ル、高い意欲、そして学習環境での安心感を提供

できる力を兼ね備えている必要がある。これらの

能力を踏まえると、ほとんどの学級担任が英語教

育に適している教員とは限らないため、全国の小

学校において、専門的に英語を教える教員の配置

が求められる。特に、2021年度以降の中学校英

語教育の指導内容がより高度化・複雑化し、学習

量も大幅に増加したことを受けて、小学校英語教

育においては、より包括的で正確な英語指導が求

められる。中学校英語との学習内容のギャップを

解消し、児童生徒の英語力を継続的に向上させる

ためには、質の高い小学校英語教員の確保が急務

である。

5.　現在の小学校英語教育の課題点

小学校英語教育に関する議論が広がり始めた

2011年ごろから14年が過ぎようとしているが、

上記3、4にて示した通り、小学校の英語科目を

運営する上で、様々な問題点が浮き彫りになって

いる。ここでは特に、小学校3・4年の「外国語

活動」の一貫性のないカリキュラムと不十分な教

材について、さらに小学校英語科目担当教員に対

する不十分な教師訓練プログラムと、そこから発

生している教師の自信の欠如に焦点を当てていく。

5.1　一貫性のないカリキュラム

小学校から高等教育に至るまで、一貫性のある

英語教育戦略の必要性が認識されている。より構

造的で効果的な言語学習の道筋が生徒に提供され

るためには、授業の目的と目標において一貫性の

あるカリキュラムが必須である。しかし、日本の

小学校と中学校の英語カリキュラムには明らかな

断絶があり、このギャップにより、中学校でより

体系的な英語授業に適応することが生徒にとって

難しくなっている。この問題を解消するため、小

学校の段階でより多くの「読み」「書く」活動を

取り入れ、中学校への移行を円滑にする改革が提

案されている（Zinck，2017）。現状の小学校英語

科目教育が文部科学省の目標と乖離している今、

早急に一貫性のある統一カリキュラムへと軌道修

正する必要がある。中学校英語との連携を強化す

るための、小学校の4年間で成し遂げる第二言語

学習の達成目標とその評価基準がより明確である

べきで、包括的な政策改革が必要である。

5.2　不十分な教材

5・6年生が週2回学習する「外国語」の教材は、

各出版社が研究を重ね文部科学省の指導要領に

沿った教材を作成している。一方で、3・4年生

が週1回学習する「外国語活動」の教材は、Let’s 

Try 1と2（文部科学省，2018b・2018c）である。

特に3年生用のLet’s Try 1においては、教科書

を広げると、たくさんの絵が主になっていて、

Unitのタイトル以外にほとんど英語が見当たらな

い。4年生用のLet’s Try 2では単語は並んでい

るが、英語の文章は少ない。これは、指導要領

（2017）の目的「英語の音に慣れ親しむ」ことを

前提に作成されたものなのであろう。しかし、中

学校の英語を苦手とする中学生が増加している今

日、この教材を用いて授業をすることが果たして

効果的だと言えるのであろうか。適切な教材やリ

ソースを早急に補充し、教師が効果的な英語授業

を行うための教材の提供が待たれる。
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5.3　不十分な教師訓練プログラム

5.3.1　事前研修と現職研修

小学校英語科目を担当する教員に対する事前研

修、現職研修が日本では圧倒的に不足している。

小学校教員養成課程で、大学生が英語教育法を受

講し戸惑う大きな要因は、自分自身が小学生の時

に英語が教科とはなっていなかった点である（小

川，2021）。児童としての実体験がないのに、自

分がその授業を担当すると言うことは、かなりの

ストレスになり得るであろう。

2017年3月に英語教育コア・カリキュラムが公

表され、小学校教員資格を取得希望する全員に

「外国語の指導法」と「外国語に関する専門的事

項」の2科目が必修化として提案された（小川，

2021）。この限られた時間で、学習指導要領の理

解、主教材、小中高の連携と小学校英語授業の役

割、英語音声学、指導法、評価などを学習する。

また、授業実践として授業観察や体験、模擬授業

を行う。これらを大学1年から4年の間に、他の

様々な必修科目と同時に受講していく。児童に第

二言語を教えることに特化した模擬授業を、各学

生に複数回行わせ、feedbackを伝えながらじっく

りと指導する事を理想とするが、現実には大学で

の授業時間は限られており、一人一人の模擬授業

をじっくり観察する事は難しい。

少ない授業数ではあるが、大学卒業前に一通り

の小学校英語教育関連の授業を受講している若い

教員と比較して、事前研修を受けていないのが中

高年の小学校教師だ。彼らが大学卒業時、小学校

英語教育に関する大学単位取得が教員資格取得の

必須条件では無かった。そのため、教員養成課程

において英語教育を学んでいない。これが原因の

一つとなり、ベテランの現職英語専科教員の中に

は、文科省の設定した学習目標を誤解し、英語力

の定着に結びつかない「授業目標」を設定してい

るケースが見られる。

他の先進国での外国語事前研修を調べてみると、

イギリスでは、外国語科目担当教員希望の学生は、

半年間その言語圏でホームスティ付き留学が教員

資格取得の必須条件になっている。オーストラリ

アで行われているバイリンガル教育では、日本語

担当教員資格を取るためには日本での教育実習が

必修化されている。このように、日本においても、

英語科目担当教師希望学生には、目的を明確にし

た上での英語圏での事前研修も資格取得条件に追

加するべきである。

もう一方の研修は、INSET （in-service training）

現職教員用の研修であるが、こちらも不十分であ

る（Ikeda他，2019）。研修不足の影響が、ベテラ

ンの現職英語専科教員の中に見受けられる。具体

的には、指導要領（2017）に含まれている「児童

の気持ちを表す」「楽しい雰囲気での授業を行う」

点に関して、言語力を習得するための目的から乖

離した認識を持っておられる教員がある一定数見

られる。

筆者が、教育実習先で大学生による研究授業を

参観し、授業後の討論会に参加した際にも、この

英語学習目標を間違って認識しているケースが見

受けられた。例えば、6年生の東京書籍の教科書

のUnit 7のWhat’s your best memory?の答えを練

習する授業において、30人あまりの児童が個々

に自分のbest memoryを相手に伝え合う授業で

あった。トピックは、修学旅行・クラブ活動・授

業・委員会などの中から個々に選びさせ、そのト

ピックに関連した英文を児童がまず自分で考える。

その後、4、5人の児童を指名し、ALTに正しい

表現か否かを確認する。その後は、全児童が立ち

上がり、ペアワークをし、複数の違う相手と練習

をする。しかし、ペアワークの前に指名されてい

ないほとんどの児童は、自分の作った文章が正し

いものかどうかもわからないまま、ペアの相手を

替えてくり返し練習していた。

正しい英語かどうか不明なまま、ペアワークの

時間を20分も取った授業であった。にもかかわ

らず、学生の指導担当をしてくださった専科教員

の feedbackは「ペアワークをたくさん行ったから、

その点は良い授業であった。」と肯定的であった。

こういった例に見られるように、小学校英語専科

として英語授業のみを担当している教員の中にす

ら、英語力向上ためのobjective（達成目標）を理
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解していないケースが散見される。

このobjectiveが誤って理解されている複数の

原因について補足すると、事前・現職研修が不十

分である事に加えて、日本で英語を学習するそも

そもの根本的目的が誤って認識されている為、と

言えないだろうか。英語を外国語として学習する

場合、2つの大きな領域に分かれる。一つは、そ

の英語が母語である国に暮らし、第二言語として

習得する場合ESL （English as a Second Language）

と呼ばれる。もう一つは、母語が英語ではない国

に暮らし、日常的には英語を使わないが、外国語

として英語を学習する場合EFL （English as a For-

eign Language）と呼ばれる（鳥飼他，2014）。日

本人の我々が学習する場合は後者のEFLである。

日本の英語教育では、このEFLとESLの異なる

学習目的が正しく認識されておらず、あたかも日

本での英語学習の目的が、英語を第二言語として

教える環境（ESL）の「コミュニケーション優先」

と捉えられているようなケースが散見される。

よって、日本で英語を学習する目的はEFLな

のに、日本の小学校の「外国語活動」「外国語」

のobjectiveがESLのものと誤って認識されてい

るのではないだろうか。つまり、学校の外で英語

を用いたコミュニケーションする確率が低い日本

において、「音に慣れ親しむ」「楽しく感情を入れ

て表現する」ことをobjectiveと強調し過ぎている

理由は、ESL環境でのobjectiveと混乱している小

学校英語担当教員がいるのが原因ではないだろう

か。英語教育の目的・達成目標は、「コミュニケー

ション能力」と「文法知識」をバランスよく学習

する必要性であるのに、それが理解されていない

のが大きな問題である。

5.3.2　�世界で主流の教授法Communicative�

Language�Teaching�（CLT）

世界の英語教育では、1980年代から、それま

での文法と語彙を中心とし教師が授業の中心であ

る教授法から、Communicative Language Teaching 

（CLT）によってcommunicative competence（コ

ミュニケーション能力）を育成する教授法として

シフトされてきた（Savignon，1991）。CLTとは、

言語を実際のコミュニケーションの手段として使

うことを重視する外国語教育の教授法である。伝

統的な教師中心の授業と異なる一番の違いは、学

習者中心の教育であり、教師はファシリテーター

（促進者）として、学習者の主体的な学びをサポー

トする役割を果たす。この教授法は、コミュニケー

ション能力に重きを置き、文法や語彙の学習だけ

でなく、話す・聞く・読む・書くといった技能を

バランスよく総合的に伸ばし、実際の会話で使え

る能力を育てることに焦点を当てる。

その主な特徴は、実生活の文脈での学習であり、

日常生活や社会的な状況での自然な言語使用を重

視する。例えば、買い物や旅行などのシナリオを

使って学習する。また、意味重視の活動が多く取

り入れられ、文法の正確さよりも、意味の伝達や

理解を優先するアプローチである。ロールプレイ

やグループディスカッションなどを多用し、学習

者同士の相互作用を促進する。この教授法は、学

習者が言語を使って意味のある対話を行うことを

目的としている。

このCLTが目指すのが、communicative compe-

tence（コミュニケーション能力）の育成である。

言語を使って効果的にコミュニケーションをとる

ための総合的な能力を指す。この能力は4つに分

類される。①文法や語彙、発音、文構造などの知

識を表す文法的能力（Grammatical Competence）、

②文脈や状況に応じて適切な表現を使う能力を表

す社会言語的能力（Sociolinguistic Competence）、

③文やフレーズをつなげて、意味のあるまとまり

のある会話や文章を作る能力を表す談話能力

（Discourse Competence）、④コミュニケーション

の問題（語彙が出てこないなど）を解決するため

の工夫をする能力。ジェスチャーを使ったり、言

い換えたりする力を表す方略的能力（Strategic 

Competence）、に集約される（Bachman & Palmer, 

1982）。

このCLTを授業で活かすためには、教員自身

のある程度高い英語力が必要とされる。文法表現

だけを学習してきた伝統的な授業では、教員がテ
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キストに載っている文章を理解し、それを生徒に

わかりやすく説明する能力があれば授業は行えた。

しかし、CLTでは準備してきた表現だけではなく、

生徒から様々なアイディアが出て、それを英語で

なんというのかと質問がでる。しかしながら、日

本の小学校での英語活動は、しばしば正式な英語

指導資格を持たない学級担任教師によって行われ

ることが多く、このCLTを授業の中心に据える

ことができる教員が少ない点が大きな懸念となっ

ている。このため、その授業効果について疑問が

提起されている。

5.4　教師の自信の欠如

2011年4月、日本の小学校で正式に外国語活動

（英語）が始まり、この開始以降、十分な知識や

準備が整っていないにもかかわらず、担任教師は

英語の授業を行うことが求められてきた。上記し

た通り、事前研修と事後研修が十分実施されてお

らず、多くの日本の小学校教師は、英語を教える

ことに対して不安や自信の欠如を感じている。ほ

とんどの教師が、自身の英語能力も限定的である

と感じている。文部科学省（2015）によると、小

学校教師のみで英語教員資格の所持率は4.9％、

実用英語能力検定（英検）準一級（TOEFL 

iBT80点またはTOEIC730点相当）の資格を持つ

教師は2.7％に過ぎない。

これを裏付ける数々のアンケート調査によって、

小学校担任教師が英語の授業に対する不安を抱え

ていることが明らかになっている。Machida

（2016）が行った研究では、日本の小学校教師が

英語に対して不安を感じているかどうか、そして

その不安に影響を与える要因が何であるかを調査

した。研究の参加者は、小学校で英語教育を担当

する日本人担任教師133名（男性71名、女性62名、

2つの学区に在籍）である。彼らは、外国語教師

不安尺度と背景情報を問うアンケートに回答し、

その結果、多くの小学校教師が英語に関する不安

を経験していることが明らかになった。不安の

主な原因は、英語でのコミュニケーションに対す

る自信の欠如と、英語教育の準備不足であった。

Machidaは、小学校での指導経験年数、正式な研

修経験、英語の熟達度の3つの要因が、教師の不

安レベルに有意な影響を与えていることを明らか

にした。また、他の調査でも、英語教育スキルと

指導法が現職小学校教師にとって重要な課題であ

ることが認識された（Machida，2022）。このよう

な現状の中、多くの学級担任が英語能力や適切な

英語教育スキルの不足により、英語を教えること

に不安を抱いているのは当然と言えるであろう

（吉田，2015）。

この点を考慮し、文部科学省（2014）は、小学

校教師が小学校での英語教育の拡大のために高い

レベルの英語能力と教育スキルを得る必要がある

と明確に言及している。この観点から、最近の教

員採用時において多くの自治体の教育委員会が、

小学校で英語を教えることができる学級担任を得

るために、筆記試験や実技試験を実施している。

5.4.1　�外国語指導助手（ALT:�Assistant�

Language�Teacher）との関わり

日本の小学校担任教員は、英語を母語とする補

助言語教師ALT （Assistant Language Teacher）と

チームティーチングを行うことも求められている。

海外から派遣されるALTの供給と利用は増加し、

自治体や学校によって異なるが、2017年には公

立小学校の71％がALTを活用している（文部科

学省，2018a）。英語母語話者ALTとの授業の長

所として、生徒児童が対面で英語を用いて英語を

使う意味を実感する重要な役割がある。また、発

音の見本となり、教育に良い影響を与えてもいる。

しかし、ALTの採用条件には、TEFL/TESOL

と呼ばれる英語を第二言語として教える資格は含

まれず、英語母語話者で大学を卒業していれば日

本語力なしでもALTに応募が可能である（王，

2020）。2018年に発表された、全国の小学校に勤

務するALT 655名を対象に行った調査によると、

彼らの日本滞在期間は3年未満が47.2％、ALTと

しての指導期間は3年未満が54.2％、今後ALTと

して働く予定は3年以内が58.2％であった。いず

れの質問への回答も、平均が50％前後となって
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いる（狩野&尾関，2018）。

また、この調査で明らかになったことは、ALT

としての研修経験は83％があると答え、そのう

ち事前研修は7日未満が66％であった。このデー

タから、ALTを対象とした事前・現職研修の強化

も求められることがわかった。これとは別に、

2009年にALTと、ALTと team teachingを経験し

た日本人教師を対象とした調査が群馬県で行われ、

日本人教師からは「自分の構想している授業を明

確にALTに伝えられない」「日本人の英語力不足

とALTの日本語力不足が意思疎通の困難を招い

ている」という意見が出た（上原&フーゲンブー

ム、2009）。しかし、この問題点は今後AIを活用

したメール連絡等でかなり解決できるであろう。

だが、解決が容易ではない問題は、ALTが感じて

いる「日本人教師が忙しすぎて打ち合わせの時間

が十分に取れない」である。ここにもオーバーワー

クの担任教員がALTと事前の打ち合わせをする

余裕のないことがわかる。上記狩野＆尾関の

2018年発表の論文においても、ALTが自由記述

した回答から「日本人教師はshyで関わってもら

えない」「ALTへの要求や改善点を明確に伝えて

くれない」という意見が多く見られた。ここから、

ALTが授業運営に関して建設的な議論を求めてい

るが、日本人教師の忙しさもあり、授業の向上へ

向けて話し合いをもつ状況ではないことがわかる。

6.　解決するための方略

日本の小学校英語教育導入の取り組みはある一

定の進展を見せているが、依然として多くの課題

が残されている。2021年度に改定された中学校

の英語の教科書に十分ついていけるだけの基本の

英語スキルが小学校終了時まで育成されよう、小

学校での指導方法を変えていく必要がある。小学

校英語教育課題に対処するためには、的を絞った

改革と戦略的な計画が不可欠である。計画的アプ

ローチを採用することで、英語教育政策の実施効

果が向上する可能性が大きい。これには、学校、

教師、児童の具体的なニーズに合わせた戦略を策

定することが含まれる。その戦略について、この

章で詳しく述べていく。

6.1　専科教師制度の導入

前述のデータ結果が示すように、日本の若者の

英語力が下降し続けている原因の一番の理由は、

資格のある英語教育専門家を担当教員として配置

していないことである。2020年から小学校での

英語教育が必修科目となる前から、専門家の間で

は、誰が授業を担当するか重要性が語られてきた

（大津，2014）。文部科学省は2006年に小学校高

学年における専門教師システムについて議論の必

要性を提案した経緯もある（文部科学省，2006b）。

いくつかの自治体教育委員会においては、小学校

と中学校間の移行の課題を考慮し、小学校高学年

で専門教師制度を試みている。例を挙げれば、

2009年から兵庫県では小学校の専門教師システ

ムに関する持続可能なケーススタディを実施した

（兵庫県教育委員会，2011）。どの科目を専門科目

とするかは、各指定校が決定していたが、ほとん

どの学校で、算数、理科、音楽、美術、家庭科が

対象となった。そして一部の学校では「外国語活

動」クラスにもこの制度を導入した。

同様のケースが岩手県でも見られた。ある公立

小学校が2011年から2013年に専門教師システム

を試行し、岩手県教育委員会（2014）は、その学

校が算数、理科、音楽、書道を選定した理由とし

て、特定の知識やスキルの必要性、大量の準備時

間の必要性、多様な学習スタイル（チームティー

チングを含む）の採用可能性を挙げている。この

ケースでは英語科目は選ばれていない。

これらの試みにおいて教師が授業を効果的に進

めることができ、わかりやすい授業が増えたと多

くの児童が考えたことが共通して判明した。この

ように、専門教師制度を公立小学校の英語教科に

導入することで、組織的な英語教育を提供するこ

とが可能になり、中学校英語との連携がとりやす

い環境が生まれるであろう。



（119）「中学1年英語の危機」を救済するための小学校英語教育改善策の提案

6.2　�小学3・4年の授業内容を改善するために必

要な教授法。

中学校の1年生が、一学期ですでに英語科目の

学習をgive upしたい、と感じるような状況を生

んでいる一つの要因が、英語の読み書きができな

いことである。「アルファベットの読み書きすら

できず、カタカナ式の発音の生徒が増えている」

（樋口，2021. p.201）状況なのである。日本で一

番採用率の高い、東京書籍のNew Horizon1の

Unit1内容を理解するためには、小6ですでに英

語の文章を読めるまでに到達している必要がある。

そこまで到達していない生徒が、「読めない」「文

法用語がわからない」「授業の内容がわからない」

と感じるのは当然のことであろう。

特に、小学3・4年生から読む、書く、も徐々

に指導し、5・6年では、be動詞、do動詞、主語、

名詞、形容詞、副詞、現在形、過去形、未来形な

どの基本の文法用語を学習し、中学校1年で学習

する内容の理解が無理なくできる力を、小学校で

育成することが必須である。第二言語としての英

語学習成果が高いフィンランドでは、小学校1年

生から英語の授業が始まり、文法の学習も同時期

にスタートする（米崎，2020）。

小6と中一の英語のギャップをなくすために、

ある程度自分の力で英語の文章が読める力を育成

するために有効な方略として、フォニックス

（Phonics）の導入と、そして同時に、書く練習の

2つが不可欠である。

6.2.1　Phonicsの導入

小学校での英語教育が正式に導入される前に、

リテラシー（読み書き）を導入するべきか、につ

いては日本の英語教育専門家の間で論争が起き、

意見が分かれた。小学校中学年での英語リテラ

シー教育は、児童の認知とって負担となりえると

の懸念から、時期尚早であると見なされている。

現時点では、小学校中学年の英語教育は、音声を

たくさん聞くことによって児童が英語に慣れ親し

むことを目的としている。

しかし、Phonics指導は、非ネイティブ英語話

者にとって強力なツールであり、読解力、発音力、

そしてリテラシースキル全般を向上させる体系

的な支援を提供する（National Institute of Child 

Health and Human Development, 2000）。Phonics

指導は多様な教育環境で成功を収めており、バイ

リンガルやEFL学習者を含む幅広い層の読み書

きスキルの向上に大きく貢献している。ゆえに日

本でも、小学校3年生から英語授業開始と同時に

Phonics指導を開始すべきである。

明示的で体系的なPhonics指導は、英語を母語

とする子どもが読み書きを学ぶ際にも、非明示的

なPhonics指導よりも効果的である。Phonics指導

は、非ネイティブスピーカーにとっても、文字と

音の関係を理解するための体系的なアプローチを

提供し、読み書きや発音スキルに不可欠である。

特にEFL学習者が直面する独自の課題に対処す

るうえで効果的であり、語学教育プログラムの

価値ある要素となっている。体系的で明示的な

Phonics指導が、EFL学習者のニーズに合わせ、

Phonics指導がEFL学習者の読解力にプラスの効

果をもたらすだけでなく、EFL学習者の全般的な

リテラシースキルに大きな影響を与える（Martín-

ez，2011）。

Araoは、2015年の段階で小学生の英語リテラ

シー導入を提言している。外国語として英語を学

習する（EFL）環境では、児童がある一定の母語

のリテラシーを習得していれば、音声を聞くこと

と同時に文字を読むことによって、語彙学習を促

進する可能性がある。すなわち、定着した母語の

リテラシーが、音と文字の関連性への意識を高め

ることを助ける影響を与える。ゆえに、音声を聞

き、同時にその単語を読むことや書くことを練習

することによって語彙学習が定着する（Mozes & 

Liando，2020）。この点を無視して、英語のリテ

ラシー教育を回避するカリキュラムが、児童の認

知力の発達に適しているとは言い難い。

英語と日本語の文字体系は、完全に異なる。ゆ

えに、児童生徒の英語学習者たちにとって、読み

書きが難しいと感じるのである。この点を鑑みて

も、英語の初期学習の段階で文字の読み書き導入
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するのが時期尚早と言えるのだろうか。日本の英

会話スクールが用いている頻度の高い児童用英会

話教材には、ほとんどPhonics指導が含まれてお

り（例：New Finding Out Phonics Builder 1. Lan-

guage Teaching Professionals, 2023）、読みの練習

を始める幼稚園児を対象としてPhonics指導を始

める授業が一般的である。筆者が経営していた英

会話スクールにおいても、こういったテキストや、

Phonics用カード教材をゲーム形式で頻繁に活用

していた。小学校英語の授業においても、Phon-

ics指導は必要不可欠であろう。しかし、これま

での小学校の英語の授業では、この体系的かつ明

示的な性質をもち、外国語としての英語（EFL）

学習者にとって下に示すように有益であるPhon-

ics指導をほとんど取り入れていない。

例えば、日本の小学生は3年生でローマ字を学

習するが、この読み方は英語の読み方とは異なる

ので、この点を明示的に指導する必要がある。例

を挙げると、bikeをローマ字読みすれば、「ビケ」

となるが、英語の読み方は、「バイク」である。ロー

マ字読みを練習する頻度が多くなれば、ローマ字

読みの習慣ができ、英語の読みが定着しづらくな

るため、この3年時にローマ字読みとPhonics指

導を並列し、明示的で体系的な指導を繰り返し学

習することが必要である。毎回の授業で10分程

度のPhonics指導が有効ではないだろうか。

特別な教育ニーズを持つ学習者に対しても、英

語のスペルと発音を理解するための論理的な枠組

みを提供するのがPhonics指導である。Phonicsは

英語の音素（フォニーム）と文字（グラフェーム）

の対応関係を明確にすることで、ディスレクシア

（読字障害）を含む非ネイティブスピーカーの発

音を改善する（Bowers & Bowers，2017）。ディ

スレクシアは、日本でようやく最近認知されつつ

ある読字障害であるが、他の先進国、特に英語圏

ではずっと以前からこの読字障害に関するカウン

セリングや、読みのサポートが専門家によって行

われており、小学校でディスレクシアが発見され

た児童は、大人になるまでに読み書きができるよ

うになっている。この点では、日本でのディスレ

クシアに関する認知とそのサポートは欧米諸国よ

りもはるかに遅れている。漢字・英語の読めない

児童の中には、知能に問題はなく読字障害を持っ

ている可能性がある点を、教員・家族の中で理解

している人の割合がまだ多くない。早期のカウン

セリングや、ディスレクシアに対応した読み書き

の練習を担える機関を早急に国内に増やしていく

べきである。

6.2.2　書く練習を小3から徐々に導入する

2つ目の提案は、小学3年生から英語のライティ

ングを導入することである。この点は文部科学省

（2014）が推進する早期英語教育の方針とその目

標に沿っている。小学3年生から英語のライティ

ングを児童に導入することで、言語習得や学習全

般において多くのメリットが得られる。以下にそ

の主な利点を挙げる。

①　 ライティングは、語彙、文法、文章構造を強

化し、リーディングやスピーキングを補完し、

リテラシー能力の向上に寄与することにより、

基礎的なスキルの早期習得につながる。また、

ライティングを通じて英語の話し言葉と書き

言葉を結びつけることで、言語への理解を深

めることができ、認知的な結びつきを強化す

る。

②　 さらに、ライティングは、自分の考えやアイ

デアを表現する機会を提供し、創造性や批判

的思考を育成する。

③　 学習早期からライティングを行うことで、学

習者の学年が進むにつれて書くことへの不安

を軽減し、自信を持たせる。

④　 記憶定着の側面でも、ライティングは運動技

能を伴うため、体を使った学びを好む生徒を

助ける。

このように、多様な学習方法の統合の観点から、

ライティングをスピーキング、リスニング、リー

ディングと並行して学ぶことで、包括的でバラン

スの取れた言語学習による言語習得が可能になる

（門田，2002）。

では、具体的に、小学校の中学年生にどう指導
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すべきか。ライティングタスクの達成は、目に見

える成果を提供し、生徒のモチベーションを高め

ることに繋がるので、年齢に適した形で楽しく提

供することが重要である。以下のような簡単なタ

スクから始めるとよい。

①　 アルファベットの小文字大文字が、何も見な

くても書けるまで練習する。先に練習するの

は、使用頻度の高い小文字から始める。

②　 曜日や月の名前を練習する。そこからToday 

is Wednesday, January 29th. It’s sunny.などの

文章へと発展させていく。

③　 簡単な自己紹介を書く。Personalized Lan-

guage Learningと呼ばれる、自分に関する事

柄を文章で表現する方法から始める。

例： My name is Sanae. I’m 9 years old. I’m from 

Japan. I live in Sendai. I like ice cream.

④　 グループでのライティング活動のようなイン

タラクティブな方法を取り入れることで、さ

らに学習の効果と楽しさを高めることができ

る。

このように、早期から英語のライティングを導

入することで、日本の児童は英語のライティング

において読みの練習も兼ね、リテラシーの定着が

スムーズに進む。

7.　結論

日本で小学校英語教育が導入されて以降、早期

英語学習は改革を重ねてきてはいるものの、依然

として多くの課題が残されている。文部科学省の

政策目標と現場の実践には乖離が見られ、効果的

な政策実行が妨げられている。

一方、地方自治体には大きな裁量権が与えられ

ているため、地域ごとに異なる教育成果が見られ

る（Butler，2007）。この地方自治体の裁量権を

有効活用し、各地方自治体が地域の実情に即した

英語教育を進め、資格を持つ教員の確保や研修の

充実を進めていくことが可能である。全国規模で

の改革には時間がかかることが予想されるため、

地域ごとの柔軟なアプローチが効果的であろう。

中学校1年で英語嫌いが増えている昨今、小学

校で児童に第二言語を教えるスキルを備えた人材

を採用・育成することが求められる。そこが担保

されてこそ、難易度の上がった中学校英語教育と

の連携がうまくいくであろう。各地方自治体レベ

ルで小学校英語専科教員制度を早急に導入すべき

である。

さらに、小学校から中学校への英語教育カリ

キュラムの一貫性を強化する必要がある。特に、

小学3・4年生の学習目的・達成目標と教材を改

善するべきである。小学3・4年生の英語授業の

目的が「音に慣れ親しむ」だけでなく、読む・書

くスキルを段階的に導入し指導することが重要で

ある。この英語学習の入り口で、児童の英語学習

への関心とモチベーションを高めつつ、4つの技

能の基礎を育成する必要がある。

また、英語科専任教員とALTの事前・現職研

修を強化し、小学校英語教育の質を高めていかな

くてはならない。

このように、日本の小学校英語教育の課題に対

処するためには、早急な戦略的改善計画が不可欠

である。山積みになっている多くの問題が解決さ

れてこそ、英語学習に高い実績を挙げている他の

先進国と同レベルの効果的な英語教育の実現が可

能になる。

中学校英語が苦手・嫌いと感じる生徒を無くす

為に、英語スクールや塾の利用を余儀なくされる

社会であってはならない。貧困家庭が増加する一

方のこの国で、質の高い義務教育を提供できるよ

う、小学校英語教育を根本から見直す時期である。

グローバル社会で生き残り、他の言語を話す人々

と日本語以外でコミュニケーションを取ることが

できる人材育成の実現を可能にする方略を真剣に

考えなければいけない。
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